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令和７年１月より、退職手当共済のすべての手続きがオンラインで申請可能となっていますが、
インターネット環境が無い等の理由により、退職手当共済システムのご利用が困難な場合は、書面
での手続きも可能となっています。システムを利用せず、お手続きする場合は、次ページ以降の記
入方法等を参照のうえ、各種届出様式を以下まで郵送してください。 

 

 

 

 

 

 

届出様式については、福祉医療機構のホームページに掲載をしています。 

▼ 約款様式及び任意の書類（手続き上、必要が生じた場合の書類） 

ＵＲＬ：https://www.wam.go.jp/hp/guide-taisyokuteate_style-tabid-238-2/  

 

なお、書面でお手続きいただいた場合、機構側での届出の処理や審査に時間がかかる場合があり
ますので、あらかじめご了承ください。 

退職手当共済システムでは、入力間違い防止機能による適正な届出の提出や、オンライン申請に
よる郵送時間の短縮等により従来よりもお手続きを早めることができます。 

システムの特⾧や操作方法等については、本マニュアルの「Ⅲ 退職手当共済制度における手続
き」で紹介しています。また、ＨＰの「退職手当共済システムのご案内」では動画マニュアルも掲
載していますので、合わせてご参照ください。 

共済契約者の負担軽減にもつながりますので、インターネット環境が整い次第、新システムでお
手続きいただくようお願いいたします。 
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新たに施設・事業を新設または申し出する場合、「施設等新設届・申出書」を提出してください。 
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毎年度４月１日現在の被共済職員の在籍状況及び異動状況並びに前年の４月１日から本年の３月３

１日（前年度）の従業状況を「掛金納付対象職員届」により報告する必要があります。この届出に基
づき、被共済職員数を確定し、人数分の掛金を納付してください。 

共済契約者の事務負担軽減のためにも、システムからの提出を推奨していますが、インターネット
環境が無い等の理由により、紙の様式を用いて提出を行う場合には、「１ 作成要領」及び「２ 留
意点」を必ず確認のうえ、作成してください。 

 
 

 

インターネット環境が無い等の理由で紙の様式での提出を希望する旨を機構に連絡いただいた場
合には、紙の掛金納付対象職員届（記入用）とあわせて、作成要領を郵送します。作成要領には記載
にあたっての留意事項を記載していますので、必ず確認してください。 

なお、作成要領は退職手当共済事業ホームページからも確認できます。（退職手当共済事業ホーム
ページ→「５ 各種届出等書類」→「約款様式 届出、申出書、申請書、請求書、通知書」→記載例
「第２号記載例（ＰＤＦ）」） 

 

 
 

異動理由の５種類は、増・減と対になっており、記入しない「異動無し」を入れて全 11 パターン
あります。 

当該施設または事業からみて、当該職員がどうなりましたか？ 

増えるのであれば、異動理由は、１・３・５・７・９のいずれかに該当するのか、減るのであれば、
異動理由は、２・４・６・８・１０のいずれかに該当するのか、どのような異動理由で増減するのか
を見ることがポイントになります。 

 

＋（増）当該施設に新しく追加された職員     △（減）当該施設からいなくなった職員 

※異動年月日は、異動してきた日となります。   ※異動年月日は、在籍した最終日となります。 
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7  継続異動増 

 2 退職 

 4 配置換減 

 6 契約対象外施設等異動減 

 8 継続異動減 

   




